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二
）
わ
が
国
の
立
法
と
ｌ
Ｌ
ｏ
条
約
川
戦
前
（
第
二
次
大
戦
の
終
り
ま
で
）
わが国の労働時川・休日・休暇に側する労働立法政策は、第二次大戦の終結を境に前後で薪しいコントラストを示
している。まず、戦前における立法の状況を概観する。明治四四年（一九二年）に制定され、大正五年（一九一六
年）施行された工場法は、戦前におけるわが国労働保護立法の中心的地位を占めるが、それは、一五歳未満の児童及
び
女
子
の
保
謹
を
主
と
し
、
｜
Ⅱ
の
労
働
時
川
を
拘
束
ご
一
時
川
に
制
限
し
た
（
法
施
行
後
一
正
年
側
は
一
四
時
Ⅲ
と
す
る
こ
と
が
で
き
国際労働基準とわが国の労働時間立法。
一一一一一●■■９●ＤＬｌｃＢＰｌ 国際労働基準とわが国の労働時間立法口
三
国
際
労
働
基
飛
と
わ
が
国
の
立
法
上
の
問
題
は
じ
め
に
労働時間をめぐる国際労働基準（以上社会労働研究一一一三巻三・・四号）
国
際
労
働
雑
飛
と
わ
が
何
の
立
法
上
の
問
題
結び
秋
Ⅱ
成
就
そ
の
後
、
産
業
の
発
展
と
生
産
性
の
上
昇
に
つ
れ
、
実
際
の
労
働
時
川
は
短
縮
の
方
向
に
向
う
が
、
立
法
に
よ
る
規
制
は
進
ま
ず
、
一
般男子労働者について労働時川の最高限度を定める立法が登場したのは、準戦時体制下の昭和一四年であった。一日
の雌長労働時川を一二時川に制限したこの「工場就業時Ⅲ制限令」も戦時体制に入った一八年には施行を停止された。
休
日
に
つ
い
て
の
立
法
と
し
て
は
、
工
場
法
お
よ
び
鉱
業
法
が
女
子
及
び
一
六
歳
未
満
の
労
働
者
に
つ
い
て
月
二
回
の
休
日
、
交
替
制
孫う子ブーすｌＩＩＩｌｉリ九ｌＩｌｉ場びる
択と．るで際を－１１１１法女と
とす年たに的定九と、子さいる少め｛１１帆め年し大にれう伺者・尖当制たのた正つた１１１条にツノのと第１．－い、-3｜珂
際約限働工い－Ｌ国五てり,聯|Ｗ鮒|iii皆'$細|iii［Ｍ璽蝋;(:繍灘剛忌羅繩：;'十郷j蝿EjIiW雄,剛賊lMlIliLI,般尻11繩溌法か時！)：競当。。時そ、業働そけＭＩＩで争にわ労jり'加坑謄lllilZlill州IHMHill11ll;織基競胤１K愈蛇鳶州ili継了(動護て１１１１特たたの規条さい鉱立批と殊１１ざ会制件れて夫法ｉＩＩｉい’]１本る識はを、は就のにう扱のをに、め保、業jしばのい労得大そぐ;MMilii(P習iY鯛ポⅦ“MF観にな、め’''１つに一際をＩＩＩ１ｌｌｌ１
つ力、労たのた及回労一をヘヤ、っ勘。規こぷの働六一大
てた者し制と代総雑歳○正
がと、ﾋﾞﾙi鳥iii倉ＷｔＭｉ衆何･しはに１１１侍しをお設、に制
かいつｌｌｌｉをて派いｌｌｉＨノifIljll定
のえいの込い〕ｉｆてを高限・
形、てわめるしとめ拘し施
響Ｉ労が、‘’たりざ束た行
をＬ（助’１１第ｌと上ず111Ｆ。￣
ｌｊＯＩｌ寺の－Ｌいげ迎ＩｌＩ１そも
えのＩ１Ｉ１工号０うら勅はの、
たｎｌｌを場条にＪｌＩＦれが一俊一
こ設八法約力１１実、商時、五
とや時ののＭＨは－ま’１１１火歳
は節’''１適批し、Ｉ１Ｄ短正未
否一に川准た労八を縮一満二
定ザ制対を誠肋時示しこの
で条ｌＭ４象奔［１１条ｌＩｉ］して年リ。
き約しは易は件労、－に童
なのよ女に、の働一一工及
い
で
あ
ろ
う
’
９
の
鉱
夫
に
つ
い
て
川
四
回
の
体
Ⅱ
制
を
定
め
、
そ
の
外
、
商
店
法
が
月
一
回
の
休
日
（
常
時
従
業
員
五
○
人
以
上
の
店
舗
に
お
け
る
女
子
・
年
少
打
に
つ
い
て
は
二
回
）
を
定
め
て
い
た
。
実
際
に
は
、
大
企
業
を
中
心
と
し
て
Ⅱ
曜
休
Ⅱ
伽
が
扣
当
将
及
し
て
い
た
が
、
週
休
制
に
側
す
る
一
般
的
立
法
は
立
法
案
と
し
て
笠
場
す
る
こ
と
さ
え
な
か
っ
た
。
有
給
休
暇
に
つ
い
て
は
、
当
初
か
ら
Ⅱ
剛
体
Ⅱ
制
が
硴
立
さ
れ
て
い
た
恂
吏
に
つ
い
て
「
向
庁
執
務
時
Ⅲ
並
休
暇
に
側
す
る
件
（
入
正
二
年
閣
令
第
六
号
）
」
に
基
づ
き
、
い
わ
ゆ
る
賜
暇
制
度
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
制
度
が
欧
米
の
年
次
有
給
休
暇
と
い
う
発
想
に
ど
の
よ
う
に
か
か
わ
っ
て
い
る
の
か
は
稀
で
な
い
。
私
企
業
で
は
ご
く
一
部
の
大
企
業
の
職
員
に
つ
い
て
有
給
の
休
日
制
度
が
あ
っ
た
と
い
わ
れ
る
が
、
立
法
案
と
し
て
提
案
さ
れ
た
こ
と
は
全
く
な
か
っ
た
。
だU）イ７に時もた領
け国給女’'１１の゜体節
国際休７．、でにIljリニ
際的Ｉｌｌｌｌ．一あも下次
労水IliIl年過つかに大
働ｉｌｑ度少四たかあ戦
ｉｌＡかを春八゜わり後
flI1ら櫛にⅡキ労ら、の
にみ入つ’''１働ず－．１１(（
llljれしいＩＩｊリ時、九和
しばたてを｜Ｈ１労三二
た、。の採関基八二
立か労労）１１係法年年
法な）＆(助しにがの、
をリ法時、つ制離包
制ｉ１．１１所Ⅱ１１同い定脱括
定度疋、三てに以的
ｋ％洲鯏'１８灘
こｆｌｑ（肋、はばてだ法
とで時深第、導Ｉと
はあ’'１１夜一労入Ｌし
IIJり法業四基し（）て
際、ＩｌｊＩ報骨法たへの
労１ｋはの条三諾の労
働戦、規約二荻復ｉｊＡ
立１１１１Ilillが条ｆｌｑｌｉＩ｝法
法とＬと定ははがが
史し０定め、、認IljIj
上て条める労多め定
性経約、週働くらさ
１１済のま体時のれれ
す的ノメ；た制llU点てた
ぺノIIjilIi、の仁でお゜
き盤をＩｒｉｌｌｌｉ（つｌらこ
現の完三MりいＬずの
象は全九とて０，時
ととに条採第の両点
いん充はリー定者で
えどた、入・めのは
るがし第れ三る関、
で壊たｊｆた○国係わ
あ減わ二・＋ナ際はが
るしけトナそ条労１１１国
うたで条し約勧脚『は
･わＩ土約てが離し、
しがなの同定淋たア
かＩＩＪい定五めにまメ
しががめ六る地まり
、、、る条一拠で力
そこ当年以｜]すあの
のれ時次下八るっ占
と
い
わ
れ
る
が
、
立
法
案
②
第
二
次
大
戦
以
後
国
際
労
働
避
艤
と
わ
が
国
の
労
働
時
間
立
法
。
一一一
既
述
の
よ
う
に
、
労
雄
法
第
三
二
条
第
一
項
の
定
め
る
妓
揃
時
Ⅲ
一
Ｈ
八
時
側
、
一
週
四
八
時
Ⅲ
の
基
飛
は
、
一
九
二
一
年
の
第
一
号
条約（工業）および一九三○年の第三○号条約（商業・事務所）の定める基準に適合したものであった。従って、右
の
時
間
基
準
に
関
す
る
限
り
、
現
行
法
は
両
条
約
と
抵
触
し
な
い
が
、
例
外
規
定
と
の
関
係
で
二
つ
の
問
題
を
残
し
て
い
る
。
第一に、第一・三○号条約が、例外的に一週四八時間の枠内で一日の所定労働時川の延長を認めるについては、股
長
一
時
間
の
限
度
を
公
の
機
関
が
定
め
る
べ
き
も
の
と
し
て
い
る
（
｜
け
条
約
第
二
条
ｂ
、
三
○
号
条
約
三
項
）
の
に
対
し
、
労
荻
法
の
定
め
る
変
形
八
時
Ｗ
制
（
三
二
条
二
項
）
は
、
就
業
規
則
そ
の
他
に
定
め
を
す
る
こ
と
を
要
す
る
だ
け
で
、
年
少
者
の
場
合
を
除
き
（
一
Ｈ
一
時
間
）
、
所
定
労
働
時
間
延
長
の
時
間
的
限
度
を
定
め
て
い
な
い
点
が
対
照
的
で
あ
る
。
第一号条約と第三○号条約は、一日八時間、一週四八時間の原則に対する例外としての変形労働時間制について、
規定のしかたを若干異にしている。前者では、①法令、慣習又は労使の協定により、一週中の一Ｈ又は数川の労働時
間
を
八
時
Ｗ
未
満
と
し
た
場
合
に
、
そ
の
週
の
他
の
Ｈ
に
一
日
一
時
側
の
範
朋
で
八
時
側
の
制
限
を
超
え
る
こ
と
を
認
め
る
も
の
（
第
二
国
際
労
働
溌
準
と
わ
が
国
の
労
働
時
側
立
法
口
四
後
、
今
日
ま
で
の
約
三
○
年
間
は
、
Ｉ
Ｌ
〉
に
お
け
る
国
際
労
働
基
準
の
進
展
を
よ
そ
に
、
条
約
の
批
准
は
進
ま
ず
、
国
内
立
法
基
準
に
も
ほ
と
ん
ど
進
展
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
。
以
下
に
は
、
労
働
時
間
、
週
休
お
よ
び
年
次
休
暇
に
関
す
る
わ
が
国
の
立
法
恭
準
を
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
国
際
於
準
と
対
比
さ
せ
、
問
題
点
を
検
討
し
て
み
た
い
。
（
二
）
現
行
法
と
国
際
労
働
川
労
働
時
間
制
限
の
雌
準
此
述
の
よ
う
に
、
労
雄
法
節
約
（
工
業
）
お
よ
び
一
九
三
現
行
法
と
国
際
労
働
基
準
りく一はが１Ｍ）’''１１%１－」し７．ｉｌｌ１の又条
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以の一下八各九ぺあるツ峡部脚延択
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－で－長と割はあ、￣タイ丁で産｜Ｈ１た
日Ｉよ○三しり、るほをイさ実性の一
十四一ヶ、振労･ん二ｒムれ 施、Ⅲ（九
時十もハさる働ら定制るさ技度六
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的の目しＬ想労容災すＩ趾ムのいは
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形形値・し下ｌ１ｆし的きたの念いり
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tiill豐１%lWlj1illiiIMI‘てLii辿竺ィいI澱Ⅶ:M|;jiilli:廟jiilil騨騨蝋窪；蝿ili蝿が国て脳IljIIlili八えてげとilll：；｛侭珊淵Wjil1m水る－ｶﾎﾟilMir':､Ⅱ腿，：il：》iWi1li灘蝿；$miiIlli＃法iliilⅧＷ鰯ｌｌｉｉ２Ｍ＆M1下:＃鰍'蚊illl：；ｋ旨lij；lli胃を政に法数t（１０１１こはて例ｌｉｆｔい’'’一一OUIかとるなよ連、１１キ外あてで週１１がらよ右みつ続くＩＩｌ的るい、・の既、りのにてノ没ルーにいるど－肢１９砿各二手異長ギリＩｉ許はがれケｌ量のか国つ当な四’１$
容労、がノｌ労弓にでののる時ヘイさ勘｜『リノ(l【ま働稼’1ゲ論力割・’''１－シれＭⅢ報もたⅡキ１１）’''１論法１Ｎイ|；、１１へる約告効は’'１１額外の、率少一二一
特にで采一のの現あ‐|‐はﾀﾞｶﾞ年１１＄年殊よは的年法維’1りるな、や一’'１１三なつ、でに的侍のとわ累女二，○八
もて法、行規一抑こち進子○－１１のｉ<［的かわＩｌｉｌをＩころ、制な時週、‐接折つれ、求効でノⅡ（がど’''１－一
と呪ＩＨＩI（る艦め采あ艮多特一○１１
にのいいの側こし
、行ててデＩこのて
''１政いも’時点、
艦桁な肢タ’''１，許
iii膳!‘上MimiiK
座は組制い定｜'りる
議限織効がでに総
は界率染、定比１１ゲ
、がののそめしｌｌＩ１
１Ｋ６あ高大れるて外
定りいきな延も労
締、太いりｌミハヒ働
結や企労の時もの
のは業働効１１１１机一
指りほ組采にＩ１ｉＩｌｌｌ
針一ど合を－の、
に定残の挙定綴一
年の業関げのや週
間立時ｊｊ・てｌｌ（かあ
の法’'１１にい度なる
時梢がよるを部い
ｌＩ０１ｉｉｉ長るも設緬は
外に〈延のけに一
労よな是とさ腕年
働りっ時忠せす‐に
時、て’''１わるるお
''１１延いのれ政。け
数反るｒｌる筑政る
に１１キー主゜を府｜Ⅱ（
つ’'１１こ的しとも度
いのと規力、る、を
て｜限か制しに１１(｛定
の度らが、盃和め
みをみ、ほつへ五る
制設てわんたじ○こ
限けもがら゜年と
をる、ロりいこ代を
加こ現特な’）か要
えと在イ丁ら指ら求
るがののぱ導、し
こ@必延労、行行て
とｉ奥艮侠時政政い
をと時関’１１１の捲る
促忠１１１１係外効ｌｒｉｏ
案オフのの労采をわ
しれっ￣「働に通が
てる目でのつじ国
い･宏有規いての
るち￣効ili］て使Ilill
・な方にに１６：１１１度
み式働つ接者は
労
働
時
川
の
漸
進
的
短
縮
の
た
め
什
図
が
採
る
べ
き
方
策
を
提
案
し
た
一
九
六
○
年
の
第
二
六
号
勧
告
に
照
ら
し
、
わ
が
国
の
現
行
法
と
兄
る
と
、
次
の
よ
う
な
点
が
間
脳
で
あ
る
。
（
イ
）
同
勧
告
は
、
週
所
定
労
働
時
間
が
川
八
時
Ⅲ
を
超
え
る
側
に
は
、
賃
金
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
な
く
、
そ
の
水
淋
ま
で
短
縮
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
（
第
四
・
五
項
）
。
労
雌
法
は
原
則
的
に
は
、
こ
の
朏
汕
を
充
た
し
て
い
る
が
（
第
三
二
条
）
、
例
外
と
し
て
、
公
衆
の
不
便
を
避
け
る
等
特
殊
の
必
要
あ
る
も
の
に
つ
き
、
必
要
欠
く
べ
か
ら
ざ
る
限
度
で
一
定
の
業
弧
に
つ
い
て
法
定
労
働
時
間
・
休
憩
の
規
定
に
つ
き
命
令
で
別
段
の
定
め
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
第
Ⅶ
○
条
）
と
し
、
こ
れ
に
難
づ
い
て
、
施
行
規
則
（
第
二
六
’
三
三
条
）
に
よ
り
運
送
業
、
商
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
、
郵
便
、
警
察
官
等
に
つ
い
て
一
日
九
時
間
又
は
一
○
時
間
な
い
し
一
週
五
四
時
間
又
は
六
○
時
Ⅲ
労
働
制
を
認
め
る
特
例
が
実
施
さ
れ
て
き
た
。
こ
の
特
例
の
適
川
を
受
け
る
労
働
者
の
数
は
、
昭
和
五
三
年
事
業
所
統
計
調
査
級
告
１２）、
１１
労艦
働審
１１１Ｆの
|川建
の議
灯』
縮、
国際労働墜準とわが旧の労働時間立法。
九
わ
が
国
で
第
二
次
大
戦
後
の
社
会
経
済
的
状
況
を
芳
慮
し
て
定
め
ら
れ
た
右
特
例
も
、
そ
の
後
の
経
済
発
展
に
伴
い
兄
匝
し
が
求
め
ら
（７）
れ
た
。
労
働
行
は
、
昭
和
五
四
年
に
こ
れ
ら
の
特
例
を
「
近
い
将
来
雄
水
的
に
廃
止
す
る
」
方
針
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
．
実
際
上
も
、
昭
和
汎
凶
年
’
五
五
年
に
行
わ
れ
た
特
例
業
柧
（
則
第
二
七
条
関
係
）
に
つ
い
て
の
労
働
新
の
実
態
調
査
で
は
、
七
四
二
三
那
業
場
の
約
八
割
が
す
で
に
八
時
間
な
い
し
四
八
時
間
労
働
制
に
移
行
し
、
平
均
実
労
働
時
間
も
そ
れ
ほ
ど
長
く
な
く
、
超
過
勤
務
に
対
す
る
削
炳
慨
金
の
給
付
対
象
時
Ⅲ
に
つ
い
て
も
九
時
Ⅲ
未
満
の
労
働
に
対
し
て
支
給
す
る
と
す
る
も
の
が
七
川
・
二
％
に
途
し
て
い
た
。
こ
う
（８）
し
て
、
昭
和
五
六
年
の
施
行
規
則
改
正
に
よ
り
、
段
階
的
廃
止
措
悩
が
と
ら
れ
た
が
、
暫
定
措
悩
の
一
つ
と
し
て
、
一
○
人
未
満
の
商
業・サービス業についての一Ｈ九時間・一週五四時川制の特例は、股初、昭和六○年三月一一二Ｈまで、後に六三年一一一
Ⅱ
三
一
Ｈ
ま
で
残
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
適
川
を
受
け
る
労
働
打
は
約
兀
○
○
万
人
で
あ
る
。
労
基
法
研
究
会
は
、
手
待
時
間
が
多
い
等
労
働
の
態
様
に
特
殊
性
を
有
す
る
一
定
の
零
細
規
模
の
商
業
、
サ
ー
ビ
ス
業
に
つ
い
て
は
、
迎送業輔、⑭
認めている。
述ｌ造時例八へ
送１１キ１１１１外時Ｉ総
業ｌ１Ｉ１制をＩＩＵＬ珊
輔ｌこをｉ没、０府
、オフ定け－第統
(1)）ためて週三計国ｆ＃筒Ⅶ；Ⅶ`)ＩＭＩ条い時条にRli1iiiiiMII卿jlt艫のそ批外原はぱ鳥
たのｉ(Ｉｉｕｊｌｌ１リ、、が
め場国にのい）九国胱肺}iiiii8鼻鯉＃［ｌｉＭＲｉＷ場とお業外会に9分鰍臘Ⅷｆ間
(c）＞ｋによい施・
交さとるる設
耕れど特が、
制るま例、（１））
な、るを第旅
ど例の投四館
のえはけ七・
技ぱやる号料
術、むの条理
的係をが約店
Ⅲ１１雌得ｊｍで．
１１１，な↑Ｍは欲
に轡いで－１ｔ
よ（Ili･あ週店
る、第る四、
場ｌｌｌ１－か○（c）
台秤一ら時劇
、、六、’''１場
の水号ヅーの・
三テ勧べlji（公
つル告てハリ衆
に、での通媒
つしはツノ）ｉｌ楽
いス、伽に場
て卜（a）打つに
|Ⅱラ断にいつ－
術ン続ってい○
的の的し、こて
例従作ての、
外業業四穂一
を１１で○の日
「
手
待
時
間
を
含
め
た
週
四
五
時
間
を
超
え
る
一
定
の
労
働
時
側
を
週
四
五
時
Ⅲ
と
評
価
す
る
よ
う
な
換
算
的
な
取
扱
い
」
を
行
う
こ
と
、
こ
れ
以
一
外
の
一
定
規
膜
以
下
の
事
業
に
つ
い
て
は
、
合
理
的
な
範
囲
内
で
、
相
当
の
期
間
を
か
け
て
経
過
的
に
新
た
な
推
準
を
通
川
し
て
い
く
こ
と
、
道
路
旅
客
貨
物
迎
送
業
等
の
、
動
噸
述
転
者
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
「
二
七
通
達
」
を
法
制
化
す
る
こ
と
の
是
非
を
含
め
規
制
の
あ
り
方
を
検
討
す
べ
き
こ
と
を
提
案
し
た
。
（ロ）次に、節一一六号勧告が「社会的荻準」と嵐言する第四七形条約の週川○時Ⅲの雑那についてである．この
一週四○時Ⅲという雌雄は、同条約を現在すでに批准した八ヶ国以外の脚にとっては「段階的に到達すべきⅡ標とし
て
の
」
囚
際
労
働
荻
率
で
あ
り
、
批
雌
に
至
っ
て
い
な
く
て
も
国
内
法
ま
た
は
労
働
協
約
上
す
で
に
拙
池
を
充
た
し
て
い
る
同
も
少
な
く
わ
が
国
の
労
勧
時
川
は
い
わ
ゆ
る
商
度
経
済
成
長
期
に
全
体
と
し
て
か
な
り
短
縮
さ
れ
た
。
労
働
打
一
人
平
均
の
実
労
働
時
川
で
見
る
と
、
昭
和
三
庇
年
の
二
、
四
一
一
一
二
時
川
か
ら
毎
年
短
縮
さ
れ
、
伺
二
、
○
六
四
時
川
ま
で
短
縮
さ
れ
た
。
一
派
年
側
に
三
六
八
時
間
、
一
年
に
一
％
以
上
の
削
介
で
あ
る
。
こ
れ
は
主
と
し
て
生
産
性
の
向
上
を
背
鍬
と
す
る
労
使
川
の
交
渉
と
そ
の
波
及
効
果
に
よ
る
。
し
か
し
、
以
後
は
漸
燗
に
転
じ
、
昭
抓
五
五
年
一
二
几
に
労
働
省
が
「
週
休
二
Ⅱ
制
等
労
働
時
間
対
策
推
進
計
両
」
の
下
に
建
て
た
Ⅱ
標
価
と
し
て
の昭和六○年二○○○時側は達成されなかった（一一、一一○時Ⅲ）。
昭和五九年現在で労働打の「賃金労働時間制度総合調査」によると、週所定労働時間は、労働者三○人以上の企業
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
四
○
時
Ⅲ
以
下
の
労
働
者
が
全
労
働
打
の
五
○
・
二
％
に
な
っ
て
お
り
、
労
働
打
一
人
平
均
で
四
一
時
Ⅲ
三
九
分
で
あ
る
。
平
均
値
と
し
て
は
四
○
時
間
の
「
社
会
的
基
準
」
に
近
づ
い
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
が
、
こ
れ
は
企
業
規
模
に
よ
る
格
差
が
大
き
く、一○○○人以上の企業では七○・五％が四○時Ⅲ以下であるのに対し、三○’九九人の企業では一一一七・八％が川八
脚際労働雄淋とわが脚の労働時Ⅲ立法。
――
ての」
（９）
ない。
へ縮ダ条ｉｉｉ１分る場の新てｌＭ１１１Ｉ］れ時舳農SliiliN￥般攪ii鮒￥％'1’
条Ｉこ先を規よいろき的渋る状の三、
×おさ特と定うるうたな定。況過分企
籏げせにらかに侭。こ取労Ｉ２１な所の業陽ifｶﾞﾐﾄﾞ就耐力:Ｌ“＃統駕Ｅ協労ｉＭ型i戯i篭鱗$熱；''ｉｌ六は状が報形jkの、に勘、あとほが蕊鯏！ili鰄鰍蔑鰄:;#;Ｍ＆1Ｗ:I1Ml'喋織ljLlil下１K“；Ⅱ噺請又のはるを立腹し定六一定こて立坑山へはでな労は法にたの時二労れい法内六第（ｌｋやい側じの対･猟Ｉｌｌ１ｊ１１９ｌｌらる（二）'鰯ド；:lillii鰍鰔illW1I1j;襯還lii細；ｗ''ｗ鮒：Ⅶ鰯じ一ら脈と盾題立業伴pⅡくぺ群四らか癖鱗鞭一は行し゜は路応をで国ＩＷｉ週時こ報○、労、、線に考あ際業lJHlll1と告ｌｌｆ
Ｉ２/,,(基と現に力'0j〔る労．IMI労迩は'''１ii1簾||鰍;竃:lllil1l'幾1労,,Ⅶネ騨糊Mi郷鰄鮭糊騨UiM：ｌｉ１ＩⅦ`ＺｉＫｊゼ,ｊ葛Ｃ％ガ'*Ⅶ＃11,賎羅二：；lllliit鰄一’''１でにダイ『て過つ法て企短、樫摸
１１四あつブのい措の基は業縮そ度｡一
八十るいル飾る低地準、等ののが全二
時五・て一゜し一歩と労に『１後週業Ⅱ'１分１１$ス．こをとし（助対標の四極
労と’１１１タ三れ使いて１１ケすとｌｌｌＪｌ：の鋤し知ン脇・はいえ登’''１るし際時そ
制（第一一一一一・三八条）の下で、労使協定があれば一Ⅱ二時間以内の時間外労働及び体Ⅱ労働を認めており、また、皿
曜
日
の
労
働
を
禁
止
し
て
い
な
い
点
に
開
き
が
あ
る
。
ま
た
、
労
基
法
上
は
、
特
に
健
康
有
害
業
務
に
つ
き
女
子
・
年
少
者
の
「
通
常
」
の
労
働
時
川
を
短
縮
す
る
描
侃
は
今
の
と
こ
ろ
、
と
ら
れ
て
い
な
い
。
（
７
）
労
基
法
研
究
会
報
告
付
属
資
料
、
同
報
告
の
目
安
と
す
る
一
週
順
位
の
法
定
労
働
時
間
四
五
時
間
以
下
の
労
働
者
の
割
合
は
平
均
五
四
・
九
％
で
あ
る
。
そ
の
後
、
中
央
労
伽
雄
飛
瀞
雛
会
が
三
○
人
以
下
の
企
業
も
含
め
て
昭
和
六
一
年
Ⅶ
ｌ
流
Ⅱ
現
在
行
っ
た
「
労
働
時
Ⅲ
総
介
爽
態
鋼
介」では、労働打一人平均では凹三時Ⅲ疵七分、一二○○人以上規模では凹矼時川以下が九Ｗ％に途しているのに対し、一○
’
二
九
人
規
模
四
○
・
八
％
、
Ⅵ
’
九
人
三
七
・
九
％
一
’
四
人
三
九
・
三
％
と
規
模
間
格
差
が
箸
し
い
こ
と
、
そ
れ
ら
が
容
易
に
縮
ま
り
そ
う
に
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
。
国
際
労
働
基
準
と
わ
が
国
の
労
働
時
間
立
法
口
一一一一
（１）ヨ・鳥一目『目の勺閂・己
（２）三・『巨目ゴョの勺貰・乱》。
（３）三○１。ぽす○日宛８○月⑬ロ・岳⑭
（４）「昭和加川年度労働於湘行政の迎憐について」（昭兀Ｗ雄猫第八七号）
（
５
）
一
週
川
○
時
Ⅲ
以
下
の
週
所
定
労
働
時
川
を
定
め
て
い
る
工
業
図
は
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
ベ
ル
ギ
ー
、
カ
ナ
ダ
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ス
ペ
イ
ン
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
什
国
で
あ
る
。
「
工
業
側
に
お
け
る週所定労働時間及び時間外労働規則」レファレンス四二三頁掲載の表参照。
（
６
）
政
府
は
一
九
八
三
年
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
調
査
に
対
す
る
綴
告
に
お
い
て
、
わ
が
国
の
労
働
時
間
短
縮
行
政
措
憧
と
し
て
昭
和
五
五
年
の
前
記
「
週
休
二
Ⅱ
制
難
労
働
時
Ⅲ
対
簸
推
進
計
阿
」
に
脳
づ
き
、
現
在
、
①
週
休
二
Ｈ
制
の
将
及
、
②
年
次
汀
給
休
暇
の
消
化
促
進
、
③
価
常
的
な
艮
時
Ⅲ
労
働
の
改
善
に
努
め
、
ま
た
一
九
八
一
年
に
は
労
働
時
側
の
特
例
の
廃
止
、
一
九
八
三
年
か
ら
時
Ⅲ
外
労
価
の
上
限
に
閲
し
て
撒
力
な
行
政
折
導
を
川
船
し
た
こ
と
、
金
融
槻
側
に
お
け
る
士
暇
Ⅱ
川
鵬
制
、
公
務
且
週
休
二
Ⅱ
制
の
た
め
の
法
政
服
等
週
休
二
間
制
の
杵
及
に
努
力
し
て
い
る
旨
悴
え
ている。
週休制に側する両条約は、離水的拙準として「定期性」、「継続性」、「統一性」および「悩稗上の体Ⅱとの一致」
を
定
め
て
い
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
離
耶
に
照
ら
し
、
労
拙
法
第
三
肛
条
の
規
定
お
よ
び
適
川
状
況
を
検
討
し
て
、
両
条
約
が
定
め
る
脚
際
労働荻池との差違をみてみよう。
な
お
、
節
一
○
六
号
条
約
と
同
時
に
採
択
さ
れ
た
第
一
○
三
号
勧
告
は
、
同
条
約
の
適
川
を
受
け
る
荷
は
「
で
き
る
限
り
、
中
断
さ
れ
ない少なくとも三六時Ⅲの週休を受ける権利を荷すぺきである」（第一項）として、週休一一Ⅱ制の導入を勧告してい
る
。
特
に
、
一
八
歳
未
満
の
年
少
者
に
は
、
実
行
可
能
な
と
き
は
、
中
断
さ
れ
な
い
二
Ⅱ
の
週
休
が
与
え
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
側
週
休
制
労於法第三Ⅲ条第一項は「使川打は労働者に対して毎週少なくとも一Ｍの体Ⅱを与えなければならない」として週
休
制
の
原
則
を
定
め
て
い
る
。
し
か
し
、
鋪
二
項
は
、
「
前
項
の
規
定
は
、
四
週
Ⅲ
を
通
じ
川
Ⅱ
以
上
の
体
Ⅱ
を
与
え
る
使
川
打
に
つ
い
ては適川しない」と定めて、侠川打が週一回の週休制に代え、四週四Ⅱという変則的週休制を孫川しうることを認め
ている。第一項は、一九一二年の「工業的企業における週休の適用に関する」第一四号条約第二条一項の「七日の期
Ⅲ柾に一回」の休日の雄飛を、第二項は、同第四条が認める「全部の」例外に拠ったものであるが、労艦法が適川対
象
を
す
べ
て
の
労
働
打
と
し
て
い
る
の
に
対
し
、
条
約
は
、
’
九
五
七
年
の
「
商
業
及
び
事
務
所
に
お
け
る
週
休
に
側
す
る
」
第
一
○
六
吟
条
約
に
よ
っ
て
工
業
労
働
背
以
一
外
に
週
休
制
の
原
則
と
適
川
す
る
こ
と
と
し
た
。
こ
の
点
で
は
、
わ
が
国
の
制
度
が
旧
際
労
働
雌
準
に
一
歩
先
ん
じ
て
い
た
と
い
え
る
。
る（第四項ｌ）。 国際労働朏池とわが脚の労働時Ⅲ立法口
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四
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｡以上
、
週
休
制
に
つ
い
て
の
わ
が
国
の
問
題
は
、
労
紙
法
の
船
木
原
則
は
ほ
ぼ
多
く
の
囚
が
批
雌
し
て
い
る
第
一
川
。
一
○
六
吟
条
約
Ｎ際労働腿継とわが脚の労働時側立法、
一七
労
基
法
第
三
九
条
は
、
す
ぺ
て
の
労
働
者
に
年
次
有
給
休
暇
が
与
え
ら
れ
る
ぺ
き
こ
と
を
定
め
て
い
る
が
、
年
次
休
暇
の
発
生
要
件
と
し
て
一
年
側
の
継
続
勤
務
と
一
年
川
の
川
勤
成
統
が
八
削
以
・
上
で
あ
る
こ
と
を
求
め
て
お
り
、
こ
の
二
狸
件
を
満
た
し
た
労
働
折
に
対
し
、
初
年
度
に
六
Ⅱ
（
職
訓
法
に
基
づ
く
職
業
訓
練
中
の
未
成
年
者
に
つ
い
て
は
十
二
日
）
、
次
年
度
以
降
は
継
続
勤
務
一
年
毎
に
一
日
を
加
県１１かずの
急ｏ）し、定
にｌＪｌ、体め
i1Ijj際制，，る
条労度を国
約働的め際胤iMilllil；：識労１１ｋで、実基働腱：lMiii灘め週’'9対適わ
る体Ⅱ応合が
ぺ１１のはし国
烹iMW1BiⅦ;；：：ボド･池'wガガ
〈’１行制
距制政の
つが指点
てiilJj導で
し、立もこ
るすあれ
１１りるつら
週とての
’Ｉりぃ週条
休う体約
とアニに
いン’１抵
うパ制触
、ラのす
（山ン禅る
囚ス入ｉｌＩｉ
にを力：が
あ残念あ
まし連る
りてにこ
航い晋と
例る及で
の。とあ
な政みる
い府る゜
制とにに-
11q；し至も八
をてつ力到
改はたか
め、・わ
、今しら
川
年
次
有
給
休
暇
労基法第三九条は、
（１）ゴ。鳥獣函目目の勺凹【・国や
（
２
）
昭
二
三
・
四
・
五
鵬
捲
兀
三
五
号
、
交
膝
制
の
嶋
合
に
つ
い
て
Ⅲ
一
一
三
・
一
○
・
一
四
雌
発
一
五
○
七
吟
、
昭
二
六
・
室
・
二
六
雌
収
三
七
兀
七勝、旅餓珈業の当耐の取扱いとして昭五七・六・三○於発Ⅶ四六号。
（３）言。『嵐□ぬ目日の勺日・田〕
（４）乏日蚕口いヨョの勺日・弓⑭
（
５
）
昭
二
三
・
四
・
一
九
触
収
一
三
九
七
号
。
判
例
も
こ
れ
を
肯
定
し
て
い
る
。
（６）中雌群による「労働時Ⅲ総合英雄調在」では、何らかの形の週休二Ⅱ刑の適川を受ける労働背は四二・六％に上っており、
全
民
労
棚
の
六
○
年
七
’
九
月
現
在
の
調
査
で
は
四
七
・
二
％
に
達
し
て
い
る
。
労
基
研
報
告
で
は
、
週
休
二
日
制
の
法
制
化
は
現
状
で
は
、
な
お
、
適
当
で
な
い
と
し
て
い
る
。
るををがく有ギに次契ガ!〔算
･わ別ＩＪＩリ、給ヤ採一体｜i'/同ｉｎｊし
がにの従休ツ択九暇を条二た
脚し年っ暇プに七の十は十１J
のて次てとは反○｜］分、１１数
実もイイ社ぃさ対《lilii労立とが
態、給会うらしへの位lllj（Ｍノミし股
と体体的制にたと節の’一に、高
ＭＷＷ臘鯏称ili制uliiil8
係考数度わつ条liYilを｜同’て採日
にえはががた約総認条、１１１を
繭i(l鮴圃ｊＸ繩iW,＃iⅧ
て冊にでとのめお結雑のもと
検ＵＭ低なっギるけ采ｉｌ(１１副在し
討すぐいてヤノ,（る、を際職て
しる、とＩ土ソ準第現司労期労
てとそいう゜は一行や（ｌｌ１ｌｌＩ１働お忠れうＳは’1’三労やノィl；に肴
くわがこが、ノバニ荻緩準比の
これ総と国労ｉｌＩｉタナ法和で例諭繩１１(i傭５|Ｗ湖ＸＬ､あし*ったし、怯時因で’'１］幅約ｆｌ(！（Ｎｉたイドた；“献雛lIili避鰹
法の便る後制つに条水号が与１１鮒;窪iil;:篭肝Ｗ瞬榊帆綱恢舟％：万々がしIMI'に淀へ参と！〈iitjij:＄撚匪#とにて、MIliRi糊迄るつけい欧ネ衡規内も、し公〆￣、iRI昌々ilE〈的'と'fiの'制か筋でと晋と条し貝糊灘lli：鮎Ⅶ域，あ艦、国的．労抵ては府合るｉｌＩｉ体に歴こ働触いなはは
との暇比史れノム等るか－，Ａｕ湾のしがはｉｌｉを。っ１１雁わえ長て新年と〕111た水年
年のれ方ざわし次の１１１に
Ｔ（-）
、＝ 年
次
有
給
の
於
さ
と
算
定
方
法
簸
低
休
暇
の
長
さ
Ｎ際労働雄確とわが国の労働時間立法。
一九
国際労働基準とわが国の労働時間立法ｐ
二○
第
一
三
二
号
条
約
は
、
「
休
暇
は
、
い
か
な
る
場
合
に
も
、
一
年
の
勤
務
に
つ
き
一
一
一
労
働
週
を
下
廻
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
定
め
て
い
る
（
第
三
条
第
三
項
）
。
こ
れ
に
対
し
、
労
躍
法
は
、
使
用
者
が
「
一
年
間
継
続
勤
務
し
全
労
働
Ｈ
の
八
割
以
上
Ⅲ
勅
し
た
」
労
働
者
に
対して「六労働日」の有給休暇を与えなければならないとしている（第三九条第一項）。ただし、同条第一一項は勤務
年
数
に
比
例
し
た
休
暇
の
加
墹
を
使
川
者
に
義
》
坊
つ
け
て
い
る
か
ら
、
し
ば
し
ば
国
際
的
に
誤
解
報
道
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
「
六
労
働
Ｈ
」
が
わ
が
囚
労
働
者
の
目
日
日
ロ
日
目
巨
＆
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
わ
が
国
の
「
最
低
」
休
暇
日
は
、
加
瑚
制
を
と
ら
な
い
外
国
と比較する場合にはむしろ平均値を示すのが妥当である。とはいえ、わが国の場合に第一三二号条約基準の一律三労
働
週
の
休
暇
が
与
え
ら
れ
る
た
め
の
所
要
勤
務
年
数
を
考
え
る
と
、
両
者
の
格
差
の
大
き
さ
が
分
る
。
諸
外
国
の
実
情
を
み
る
と
、
一
九
八
四
年
の
前
記
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
報
告
に
よ
れ
ば
、
条
約
所
定
の
三
労
働
週
に
達
し
て
い
る
国
が
（
約
一
四
（３）
○
ヶ
国
中
の
）
六
○
ヶ
国
を
超
え
て
い
る
。
そ
の
半
数
は
、
ア
フ
リ
カ
地
域
の
後
開
発
囚
で
あ
る
。
よ
り
注
Ｈ
す
べ
き
こ
と
は
、
前
掲
の
別
表
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
、
一
九
六
四
年
か
ら
八
三
年
ま
で
の
側
に
年
次
休
暇
の
岐
低
雄
準
に
つ
い
て
行
脚
が
著
し
い
進
歩
を
示
し
た
と
い
う
事
実
で
あ
る
。
な
お
、
前
記
中
飛
辮
の
労
離
法
改
正
へ
の
建
議
は
、
労
薙
法
研
究
会
報
告
の
そ
れ
と
同
様
、
年
次
休
暇
の
最
低
付
与
Ⅱ数を「十Ⅱ羅度」とし、中小企業の引き上げには「机当の」猶予期間を置くこととしている。
労
基
法
第
三
九
条
第
二
項
は
労
働
者
の
勤
務
年
数
に
応
じ
て
二
○
日
を
限
度
と
す
る
逓
増
制
を
と
っ
て
い
る
。
逓
増
制
は
、
旧
条
約
（
第
二
条
五
項
）
が
、
年
次
休
暇
の
期
間
は
、
国
内
の
法
令
ま
た
は
、
規
則
の
定
め
る
条
件
に
従
い
「
勤
務
期
間
に
応
じ
増
加
す
べ
き
も
の
と
す
る
」
に
従
っ
た
も
の
で
あ
る
。
旧
条
約
採
択
の
時
点
に
お
い
て
は
諸
外
国
で
も
逓
増
制
が
一
般
的
慣
行
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
が
、
わ
が
国
で
は
と
り
わ
け
、
い
わ
ゆ
る
年
功
制
に
マ
ッ
チ
す
る
も
の
と
し
て
受
入
れ
ら
れ
た
よ
う
で
あ
る
。
Ⅲ
条
約
の
こ
の
規
定
は
、
第
一
叙を「十Ⅱ羅度」とし
（
ｍ
）
休
暇
日
数
の
加
噸
現
在
に
お
け
る
諸
外
国
の
実
情
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
前
記
調
査
に
よ
れ
ば
、
勤
務
年
数
に
基
づ
い
て
休
暇
を
漸
進
的
に
墹
加
す
る
制
度
が
広
く
普
及
し
て
お
り
、
わ
が
国
の
よ
う
に
一
年
ご
と
に
一
日
追
加
す
る
も
の
、
五
年
、
一
○
年
、
二
○
年
と
い
う
よ
う
に
一
定
の
勤
務
年
数
に
（１）
応
じ
何
Ｈ
か
を
追
加
す
る
も
の
な
ど
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
勤
務
年
数
に
よ
る
年
次
休
暇
の
逓
増
制
度
の
趣
』
曰
が
、
ス
ト
レ
ー
ト
に
労
働
者
の
た
め
に
値
か
れ
て
い
る
の
か
、
そ
れ
と
も
年
次
休
暇
を
も
っ
て
労
働
者
の
永
年
勤
務
と
い
う
企
業
へ
の
「
忠
誠
」
に
対
す
る
報
俄
だ
と
す
る
、
今
Ⅱ
な
お
、
根
強
く
残
っ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
湾
え
方
の
残
沸
な
の
か
を
明
ら
か
に
す
る
決
定
的
デ
ー
タ
は
、
現
在
○一勝条約（第五条ｂ）および第九八号勧告（第六項）にも引き継がれているが、第一三一一号条約には明示的に示さ
れていない。これは恐らく、一年の勤務に対する最低休暇日数を一挙に三倍に増加させたことと関係があるであろう。
し
か
し
、
そ
れ
が
、
国
際
労
働
埜
準
に
お
い
て
廃
棄
さ
れ
た
の
で
な
い
こ
と
は
、
一
九
八
○
年
の
高
齢
労
働
者
に
関
す
る
第
一
六
一
一
号
勧
告
が
「
勤
務
期
間
又
は
年
齢
に
基
づ
き
年
次
休
暇
を
増
加
さ
せ
る
」
べ
き
こ
と
を
躯
っ
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
（
第
一
四
こ
の
よ
う
に
、
勤
続
年
数
に
応
じ
て
休
暇
を
逓
琳
さ
せ
る
こ
と
日
体
は
、
国
際
労
働
拙
準
の
否
定
す
る
と
こ
ろ
で
は
な
い
が
、
わ
が
国
（５）
の
労
基
法
の
よ
う
に
、
基
本
最
低
休
暇
日
を
あ
ま
り
に
も
低
い
水
準
に
止
め
た
ま
ま
に
し
て
お
く
こ
と
は
問
題
で
あ
る
。
そ
れ
は
何
よ
り
も
、
勤
務
先
を
変
更
し
た
労
働
者
の
場
合
に
著
し
く
不
利
益
な
結
果
と
な
る
か
ら
で
あ
る
。
年
次
有
給
制
度
が
労
働
者
を
特
定
企
業
に
足
慨
め
す
る
こ
と
で
労
働
移
動
を
阻
害
す
る
こ
と
に
な
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
の
趣
旨
か
ら
い
っ
て
も
否
定
せ
ざ
る
を
得
な
告
が
「
項ｃ）。
る
報
俄
だ
と
す
る
、
今
如
のところ得られない。
い
で
あ
ろ
う
。
各
国
の
有
給
休
暇
制
度
は
、
休
暇
の
追
加
郡
山
と
し
て
、
右
に
述
べ
た
勤
務
期
間
の
長
さ
以
外
に
、
年
齢
や
特
殊
の
労
働
条
件
の
場
合
国際労働基準とわが国の労働時間立法Ｑ
一一一
（
ｉ
）
休
暇
の
長
さ
の
川
位
与えられるべき休暇の股少の長さの脳位を「労働Ⅱ」とするか「労働週」とするかは、労働週における労働日のⅡ
数が何によって異なるところからいって欺嬰である。旧条約が六「労働Ⅱ」としていたのに対し、新条約十三「労働
週」と改正した。これは、週労働時Ⅲ同じ労働者の肌で、一週の労働Ⅱの数が五Ｈであるか六日であるかによって生
商
齢
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
前
記
第
一
六
二
号
勧
告
が
、
「
年
齢
を
政
ね
る
こ
と
に
伴
う
適
応
の
川
難
性
を
労
働
者
が
克
服
す
る
手
助
け
と
な
る
扮
置
」
の
一
つ
と
し
て
勤
続
期
間
又
は
年
齢
に
基
づ
き
年
次
休
暇
を
噌
加
さ
せ
る
こ
と
を
勧
告
し
て
い
る
。
各
国
の
国
内
法
で
は
、
一
定
の
年
齢
に
達
し
た
者
に
長
い
休
暇
を
付
与
す
る
と
い
う
悩
行
は
、
一
九
六
○
年
代
の
初
め
に
は
ま
だ
稀
で
あ
っ
た
が
、
今
Ⅱ
で
は
幾
つ
か
の
囚
で
み
ら
れ
、
立
法
で
規
侃
し
て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。
わ
が
労
基
法
の
勤
務
年
数
に
応
じ
て
休
暇
Ⅱ
数
を
逓
哨
さ
せ
る
制
度
は
、
一
面
で
は
薇
年
齢
者
を
優
遇
す
る
機
能
を
果
た
し
て
い
る
が
、
総
Ｈ
数
に
二
○
日
の
限
度
を
設
け
て
い
る
点
で
徹
底
し
て
い
な
い
。
。
愉
齢
者
社
会
一
へ
の
移
行
が
早
ま
っ
て
い
る
今
Ⅱ
、
再
拷
す
ぺ
き
問
題
で
あ
る
。
如
揃
に
一
川
迦
Ⅲ
以
‐
（第一三項・’㈹）
灸）としている。
国際労働悠準とわが脚の労働時Ⅲ立法。
一一一一
を
考
雌
し
た
定
め
を
も
っ
て
い
る
．
年
齢
に
腿
つ
く
休
暇
の
追
加
給
付
に
つ
い
て
は
、
Ⅲ
条
約
に
お
い
て
一
六
歳
未
満
の
年
少
肴
に
つ
い
て
一
二
Ⅱ
と
定
め
ら
れ
て
い
た
が
、
折
条
約
に
は
特
別
の
定
め
は
な
い
。
し
か
し
、
一
九
七
三
年
の
就
難
の
妓
低
年
齢
に
側
す
る
第
一
四
六
牙
勧
告
は
、
一
八
歳
未
淌
の
年
少
村に「Ⅲ週Ⅲ以上の（成人より長い）年次休暇を付午すること」に特別の注意が向けられるぺきことを勧侍している
（第一三項・’㈹）。わが労濫法では、職訓法に催．つく殺定職業訓練を受ける未成年者について一二労働Ⅱ（第七二
（
○
休
暇
の
算
定
方
法
（６）
ず
る
不
均
衡
や
週
労
働
Ⅱ
数
ま
た
は
時
Ⅲ
数
の
少
な
い
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の
地
位
を
川
硴
に
す
る
利
点
が
あ
る
。
現
行
労
濫
法
は
「
労
働
日
」
を
採
川
し
て
い
る
の
で
、
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
等
所
定
労
働
日
数
の
少
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
年
次
休
暇
取
得
が
難
し
い
が
、
簸
近
、
行
政
桁
尊
に
お
い
て
、
労
働
Ⅱ
数
が
週
五
日
以
上
の
場
合
に
年
次
休
暇
を
与
え
る
べ
き
描
肚
を
と
る
に
至
っ
て
しいお’１能定
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国際労働基準とわが国の労働時間立法口
二四
な
肉
体
を
バ
カ
ン
ス
に
よ
り
休
養
さ
せ
よ
う
と
す
る
年
次
休
暇
の
趣
旨
と
相
容
れ
な
い
と
い
う
発
想
に
川
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
疾
病
の
た
め
の
休
養
が
年
次
休
暇
と
対
的
に
相
存
れ
な
い
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
、
他
に
疾
病
旅
鍵
の
た
め
の
保
障
制
度
（
有
給
ま
た
は
無
給
の
病
気
休
暇
）
が
な
い
い
と
す
れ
ば
、
疾
病
鍵
の
た
め
に
年
次
休
暇
を
利
川
し
え
な
い
こ
と
は
労
働
打
に
と
っ
て
問
題
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
第
六
条
は
、
第
一
項
と
第
二
項
と
で
表
現
を
異
に
し
、
前
者
で
は
、
「
年
次
休
暇
の
一
部
に
数
え
な
い
も
の
と
す
る
命冨一一口・庁溢８月【のＱ）」と規定しているのに対し、後宥では「数えないことができる（日昌ロ・［ワの８５【且）」と
規
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
後
打
で
は
そ
う
十
る
こ
と
に
つ
い
て
「
什
旧
の
怖
限
あ
る
機
関
が
決
定
の
す
る
条
件
の
下
に
、
あ
る
い
は
所
楴
の
槻
柵
を
通
し
て
一
行
う
も
の
と
し
て
い
る
。
節
一
項
よ
り
過
か
に
猟
力
性
を
し
つ
こ
の
規
定
は
、
胸
痛
に
よ
る
労
働
不
能
の
期
Ⅲ
に
つ
い
て
は
各
国
の
権
限
の
あ
る
機
関
ま
た
は
関
係
剛
体
の
向
山
裁
赦
に
価
せ
る
と
い
う
柔
軟
な
解
釈
の
余
地
さ
え
成
し
て
お
り
、
批
碓
と
の
（９）
側
係
で
か
な
り
問
題
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
わ
が
労
雌
法
第
三
九
条
に
は
、
疾
病
旅
養
の
た
め
の
年
次
休
暇
の
使
川
と
鱗
止
、
制
限
す
る
規
定
は
な
い
（
そ
の
期
側
を
年
次
休
暇
取
得のための勤務川川から除外すべきことを定めた何節五項はこれと別の問題である）。むしろ、川条第三項の通川上、
病
気
猟
養
を
含
め
て
、
年
次
休
暇
の
使
途
を
侠
川
者
が
問
題
と
す
る
こ
と
は
違
法
だ
と
す
る
解
釈
が
最
商
裁
判
決
を
含
め
て
支
配
的
で
あ
る
。
ま
た
、
実
態
上
も
、
年
次
休
暇
が
病
気
療
養
の
た
め
に
利
川
さ
れ
る
比
率
は
か
な
り
高
い
。
幾
つ
か
の
国
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
病
気
休
暇
と
い
う
特
別
の
保
障
制
度
が
あ
ま
り
発
達
し
て
い
な
い
こ
と
も
あ
っ
て
、
わ
が
国
で
は
、
ま
だ
年
次
休
暇
と
疾
病
療
養
と
を
峻
別
し
よ
う
と
い
う
発
想
は
社
会
的
に
未
成
熟
だ
と
い
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
、
新
条
約
の
国
際
労
働
雄
堆
の
規
範
意
識
と
の
川
に
大
き
な
ズ
レ
が
あ
る
こ
と
を
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。
ロ
年
次
休
暇
取
得
の
資
格
要
件
国際労働艦飛は、労働村が年次休暇を取得するために必要な妓低勤務期Ⅲ（日目日ロ日日風８．〔の①ゴー、の）につい
て
、
次
の
よ
う
な
規
定
の
し
か
た
を
し
て
い
る
。
旧
条
約
で
は
、
「
一
年
の
継
続
勤
務
の
後
一
と
さ
れ
て
い
た
が
、
第
九
八
号
勧
告
で
は
二二カ月の勤務」、第一○一号条約では、同一使用者に「一定の期間継続勤務した後」と規定されている。これに
対
し
、
新
条
約
で
は
．
年
の
勤
務
に
つ
き
」
（
第
三
条
三
項
）
と
さ
れ
、
岐
低
勤
務
期
Ⅲ
と
い
う
点
で
は
従
来
と
変
わ
り
が
な
い
よ
う
に
見
え
る
が
、
新
条
約
は
新
た
に
「
い
ず
れ
か
の
年
の
勤
務
期
川
が
前
条
に
定
め
る
休
暇
を
完
全
に
受
け
る
溢
格
と
得
る
た
め
に
必
要
な
期
間
に
満
た
な
い
者
は
、
そ
の
年
に
つ
き
そ
の
年
の
勤
務
期
柵
に
比
例
し
た
有
給
休
暇
を
受
け
る
椛
利
を
有
す
る
」
（
第
四
条
一
項
）
と
定
め
て
、
勤
務
期
川
が
一
年
満
た
な
い
将
に
も
、
比
例
休
暇
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
と
し
た
。
年
次
休
暇
取
得
の
た
め
の
岐
低
勅
勝
則
川
に
お
け
る
「
勤
務
」
が
、
あ
る
労
働
者
が
特
定
の
使
川
者
に
継
続
し
て
雁
川
さ
れ
た
期
間
、
つ
ま
り
企
業
「
在
籍
」
期
側
む
い
う
の
か
、
そ
れ
と
も
、
彼
が
そ
こ
で
就
労
し
た
「
全
労
働
Ⅱ
」
を
指
す
の
か
、
旧
条
約
の
定
め
た
艦
準
で
は
川
硴
で
は
な
か
っ
た
が
、
新
条
約
は
こ
の
点
で
新
機
軸
を
打
ち
上
し
た
。
す
な
わ
ち
、
新
条
約
は
、
多
く
の
川
内
法
が
、
休
暇
権
の
取得のために叩に在耕期側の経過だけでなく、必要最低限の実労働日の充足という資格期Ⅲ宮口一】②曰、ｃの感呂）を
定
め
て
い
る
現
実
を
考
慮
に
入
れ
て
、
そ
の
場
合
、
国
内
法
が
「
最
低
勤
務
期
間
」
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
第
五
条
一
項
）
と
し
た
う
え
、
そ
の
年
の
全
労
働
Ｈ
に
就
労
す
る
こ
と
の
で
き
な
か
っ
た
被
川
肴
の
う
ち
、
六
ヶ
Ⅱ
以
上
の
勤
務
打
に
は
、
実
勤
務
期
川
に
比
例
し
た
年
次
休
暇
を
受
け
る
権
利
を
与
え
る
こ
と
と
し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
．
年
の
勤
務
」
と
い
う
要
件
は
、
突
衡
上
、
妓
低
在
糀
期
間
と
し
て
の
意
味
を
失
っ
た
の
で
あ
る
。
ま
た
、
疾
病
、
傷
害
、
川
産
等
の
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
る
欠
勤
を
勤
務
期
間
と
し
て
扱
う
べ
き
こ
と
も
新
た
な
蛾
湘
と
さ
れ
た
（
第
五
条
四
項
）
。
妓
低
年
次
休
暇
Ⅱ
が
、
旧
条
約
の
六
川
か
ら
新
条
約
の
三
労
働
週
に
飛
剛
的
に
同際労働鵬碓とわが国の労働時間立法口
二五
ロ
年
次
休
暇
の
継
続
性
（
分
割
制
限
）
取
得
資
格
の
あ
る
休
暇
に
つ
い
て
の
使
川
打
の
与
え
力
に
つ
い
て
は
、
労
雄
法
は
継
続
、
分
削
何
れ
の
力
法
で
も
よ
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
第
一
項
）
。
た
だ
し
、
同
筋
三
項
に
よ
り
労
働
者
は
休
暇
を
現
実
に
と
る
時
季
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
、
継
続
か
分
劉
使
川
か
の
選
択
権
は
労
働
村
側
に
あ
る
。
一
日
肌
位
以
下
の
分
荊
は
、
公
務
員
が
半
Ⅱ
単
位
を
認
め
る
の
に
対
し
、
私
企
業
に
お
い
て
は
行
政
解
釈
は
こ
れ
を
否
定
し
て
い
る
。
た
だ
し
実
際
に
は
、
一
週
Ⅲ
以
一
上
の
継
続
使
川
は
む
し
ろ
稀
で
、
半
Ⅲ
も
し
く
は
そ
れ
以
下
の
。
る１１蛎うパ去次二と高
川、、。Ｉ二体ケ年かめ
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鋤illm『Ⅶ￥Ｍ“れＵ《hIi務休いな規調へきしるリリｊ期ＩｌｌＭるい定IIlHDる－，傾許・’''１が条としに。報向可スー」ｊ、件みなよ債Iこを卜とえはるいる性あ得うみら緩ももとＬ
るたイなれ和のの、か
゜火キさるの、、縦ら動・れよ方のお（IＲ脱
１１口るうｌ(I］三よ動却
、ツもＩこに類ぴ務し
慾クのな進型、ｊＵ１て
戒アのつみが最’１１１、
処ウ中てつ兇低へ労
分卜Ｉこきつら勤一働二
とに、てあれ務ケし六
ｍ！よ’１１いりる期ノ］て
’'１る生る、が’''１かい
と｜Ⅱ、とま、をらる
十失結いた過年一こ
マギレ「｜分割行使の例も少なくないのが実情である。
旧
条
約
で
は
年
次
休
暇
は
一
括
使
用
す
る
も
の
と
し
、
「
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
に
」
国
内
法
規
が
そ
れ
を
超
え
る
休
暇
分
割
の
限
度
に
つ
い
て
の
定
め
は
な
く
、
囚
内
法
、
協
約
等
に
一
任
し
て
い
た
が
、
新
条
約
は
、
妓
低
休
暇
Ⅱ
三
労
働
週
の
う
ち
分
削
さ
れ
た
部
分
の
一
部
が
、
労
使
協
定
に
別
段
の
定
め
が
な
い
限
り
に
お
い
て
「
中
断
さ
れ
な
い
岐
低
二
労
働
週
か
ら
な
る
」
も
の
と
し
て
い
る
（
飾
八
条の
、ヰン
｡
年
次
休
暇
は
、
あ
る
単
位
の
日
数
を
ま
と
め
て
付
与
さ
れ
る
べ
き
で
あ
っ
て
、
短
い
日
数
に
分
割
す
る
の
は
、
た
と
え
協
約
や
個
々
の
労
働
打
の
同
意
に
よ
る
場
合
に
も
年
次
休
暇
と
い
う
制
度
の
趣
旨
お
よ
び
Ⅱ
的
に
反
す
る
、
と
い
う
の
が
ｌ
Ｌ
Ｏ
の
堆
本
的
考
え
方
で
あ
る
。
た
だ
し
、
ｌ
Ｌ
ｏ
も
、
付
り
さ
る
べ
き
休
暇
の
総
Ⅱ
数
が
稗
し
く
附
加
し
た
段
階
で
は
、
分
削
が
制
限
さ
れ
る
岐
仙
継
続
Ⅱ
数
を
剛
保
し
た
う
え
、
そ
れ
以
上
は
労
使
協
定
等
に
任
せ
る
の
が
現
実
的
で
あ
り
、
経
鴬
お
よ
び
労
働
者
側
の
利
益
に
も
合
致
す
る
と
し
て
弾
力
性
を
も
た
せ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
そ
の
最
低
継
続
日
数
は
、
Ⅲ
条
約
で
は
六
労
働
Ｈ
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
新
条
約
で
は
二
労
働
週
と
労
飛
法
第
三
九
条
一
・
二
項
が
定
め
る
年
次
休
暇
取
得
の
岐
低
溢
烙
嬰
件
は
、
労
働
村
が
同
一
企
業
に
一
年
Ⅲ
「
継
続
勤
務
」
し
、
か
つ
、
「
全
労
働
Ｈ
の
八
割
以
上
」
を
川
動
す
る
こ
と
で
あ
る
。
右
の
節
一
要
件
の
「
継
続
勤
務
」
と
は
、
実
務
上
、
「
川
勤
」
の
意
味
で
は
（Ⅲ）
な
く
、
労
働
契
約
の
存
続
期
間
、
す
な
わ
ち
在
籍
期
間
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
る
。
Ｍ
法
は
、
継
続
勤
務
一
年
ご
と
に
休
暇
権
を
逓
蝋
さ
せ
る
「
方
式
」
と
と
っ
て
い
る
が
、
そ
の
場
合
に
も
、
前
年
に
お
け
る
一
年
の
勤
務
に
つ
き
、
全
労
働
Ｈ
の
八
判
以
上
、
川
動
し
て
い
た
こ
なった。
る「方式」ととっている鍼
と
を
加
算
要
件
と
し
て
い
為
。
労
蕪
法
が
要
求
す
る
継
続
勤
務
一
年
プ
ラ
ス
八
割
の
川
勤
率
と
い
う
右
の
要
件
は
、
勤
務
一
年
に
つ
き
三
労
働
週
の
休
暇
の
爪
則
と
、
国際労働基準とわが国の労働時間立法Ｑ
二七
持約ろこさＪｉ題をよて
のに逆が週れ大休条ととびい‐
たよに多でた半暇ｌｌＬ１なっ②る最吻そいｆｌｉＭﾘﾄUj孑繊Ellli継体（）Ｉ多○Ｉこは１１イリかい、産は務統暇、〈休一、にらる使後、期ﾙﾘﾄﾞ７ＭＷ“リガ（|Ｍ：'！
期割ンで分述体るノバつの業にへ,１艀,ｊｗ'1W＆舵ijlll塑胤両ｉＭ,Ｍ１郷.ＭＭＩ男ｆ：まけよ体外ま傑情が灸くいお算俄,２W“Ｗｷﾘｶﾞiii川定四て休分、週継，の、，,，みあIifli{Ⅶツi1li鮒'1布＃Ⅷ縦
下。四法協求をのを期つし、つに特週を約れ砿，,１，下，,,，てたわく
抑にを労まる係ｉ肥廻に体もがぇfiliW締暫,i,,1ぞ雛Ⅶiiii
鮮繩ii,i,ｆ晄：食砿州休たでよ「『て体れのき、すは令洲Ｉ４ｉＭ:Ⅶ'J('キ'hLli三６礎#驍懲澱”“蕊：;i,,,,ii：鯰'1'１１iii繩：':：るを続祇体るご＃川休とか労,,！＄il1Mil1鰹遼ザドｉｊｉ１ｌＩｉｲすとには戯あ醗繩瀞il1iii蕊織鯵佃Ⅷラ，陸、にばてとつ腱|細'm1iIjjl元,*ｉｆ瀞’３け歴')釈業務皇賊打糊ＨｔＭ'上促丙イド，,,：たる求、るいな年Ⅲ’’'１．るど次 111に
法のはとた分へ力：体、含
は保協こは割第’'１｝暇おめ
倒際労働鵬準とわが脚の労働時Ⅲ立法Ｑ
二八
六
ヶ
Ⅱ
以
上
の
勤
務
に
つ
い
て
は
比
例
休
暇
を
与
え
る
べ
き
原
則
と
が
組
み
ム
ロ
わ
れ
た
新
条
約
の
基
準
に
適
合
し
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
川
勤
率
八
制
以
上
と
い
う
喚
件
が
、
わ
が
旧
の
国
内
条
件
に
照
ら
し
、
妥
当
か
ど
う
か
は
、
今
後
検
対
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
問
題
あ
る
。
山（⑫）
である。
そ定業らめめ当｝こをと一
れののならて初さお欲りＪｆ
に継労いい禅かきい極入労
は統勧とが入に〕にて的れ１１ｌｂ
、使環｝土あすへ兇柔に、Ｉ１
ｌ１１１１１境いつる１１]た軟主分の
I（の状えてに￣よ化張制ノ『l〔
の、;〔況、、当灸うのすさ低
労lIl］は実むた約に傾るれ体
Ilillをそ際しりが、ｌｎ１１Ｉｉ’た暇
'’jlbl【れのろ、求六との部１１
祉入ほ労分当め労強一分数
会すど働削ｌｌｌｉる勧めつの亡
化る進者やの縦｜］てで－－
１ルとまのｌｌ１紐続のいあ部斉
にしずイＴｌｌｌ済性イ|乱るるを付
おて、資利的の次、。少lJi、
け（）私格川社喫体と全なと
る、企体と会（'|：暇いへ体くし
(|：新業暇一|‐的にＩこうじととて
次条で１１る状トハつ･しLい
体約は数力汎わいて述た
lllYのせはがかなて、続が
のこい蝋支らい全こ、
役労ぜ加侍いも〈の二体
11N１（jlIjぃのをっのの－’１１１１Ｍ
に週長ＩＩＪ（受てで限○と１１
つとく向けもあ定年し敬
いいてにた六つな’''１てと
てう一あこ労たしのい－
の悠週ると（肋゜に 谷る八
意ｉｌｌｉｌｌ(｝がに｜;Ｉこ}１１画･労
識に程、よ逃れ｝|（の｜両１（|Ｍ１の通度しる続は位新国１１
１ｋ合がか。の、のしはに
本さ限しそイ「イ|：分い、改
的せ度イドの給次１１;リ法Ｉめ
変ると次後体イ『付令ＬたこｉＹこな体、I11R給与は０一
がとっ暇法を体を、力'１九
必はての定法１１１Ｍ認体｜Ⅱ’七
狸｜Ⅱい縦付的とめ暇ｌＩＲ１１ｕ
と当る続Ｊｊ・にいるのの年ﾉ,ｕに゜１屯１１雑ウ労継’１】法わ難今）'１数稀Ilillル！続ででれし後を｝よつ度法性分は
るい、可現けをのの113｝分
・で労能イ１１るわ考１１１（の１１;'｜あ些にまこがえｕリメの
ろ法すでと’'１方のり、;〔うがる変にでは通ヅｌ１ｌ］
０ －企わに初、１１｝卜を
１
１
ｌ
Ｉ
ｌ
く
ｌ
ノ
ー
１
１
年
次
休
暇
の
取
得
時
期
に
つ
い
て
は
、
Ⅲ
条
約
に
は
特
に
定
め
が
な
か
っ
た
が
、
新
条
約
（
第
一
○
条
）
は
、
「
①
休
暇
を
と
る
時
期
は
、
規
則
、
労
使
協
約
、
仲
雄
哉
定
そ
の
他
の
方
法
で
国
内
慣
行
に
合
致
す
る
も
の
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
を
除
き
、
使
用
者
が
当
該
被
川
者
又
は
そ
の
代
表
打
と
協
議
し
た
う
え
定
め
る
こ
と
、
②
右
時
期
を
定
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
業
務
上
の
必
要
並
び
に
波
用
mO
年
次
休
暇
の
取
得
時
期
Ｎ際労働朏雛とわが川の労働時側立法。
二九
法にれをＩｎＩと場労徹とるぃ際渦・{上よて紋項い合働を労をもては谷が
すつい判のうに者妨ノハ義の生〃国利“ⅦNi糊WYili萱Ｍ１藍l1li&｣'１要めう秀には働」ｊ・場簸け１１１の雛内る国：繩：Ｒルガ触元硴欝ＩＦ腕騨るてる結て使請れに条る体とる定がＩｉｉＸ：占偕'さ'M裡漏Ｍ１＃鮭繩ｉｆろ場のな官識たと、￣なごP員がたるわ
口溌1騨灘鰯鰯鯛繊灘；鞠＃蝿$雛iii蝋るの式ぐぐ判い規とiii，州：'1；ｷﾞﾄﾞｾﾞ認：＃iliiliiilii繩騨れぱ法ＩＡ１くる川あ体とのと－１￣使い、で人のと者る暇しiil・らる１１１気野WiIj」ｉｉｌＭＩｌＣ１１ｉｌｉＩ１ｌＷ負Ｍｔ鯲灘iilif鯰嬬Ｗ戦一合お、．に労椛業にををい々＝の致い雌わ委ハルがの知特定る○
定すて終がね法優Ｔｌ：「）定め（）
ぬる解的’１１’てが光補せしるの
をも決判でいそ的なるて｝こへ
立のさ断はるのに運こいつ実
はん金得返金
、ど労へぺ済〈諦
llilな）Ａのかを畑タト
家い法１－り求定ＩＩ１
的。に｜Ⅱしめのの
立しはく,；労得な突
場か（ｉｉｌＷｆ勘るいｌＩｖ
かしら（尚をと国は
ら、の金剥一,‐も、
の年定と１，ドるあ，
対次ｌｂｉｉ/｛しとるＬ
応休（〉求たこ。。
が暇な十Ｌ￣ろ厳の
必のいる労がしｉ)i，
要１１〔こ’肋あい記
と数まと渦．る囚洲
ながたがお゜と在
る咽、でよ性し州
で大イ|ききび，】て告
あし次るＩ|『す，土に
ろて体フ情ぺ、よ
うい’収ラをき使れ
゜<，|】ン知例，,，ぱ
’このスリと行、
つ労へなしが多
れ’'’一がて体く
、打九ら、暇の
年の八彼，iリ，,１，，
次稼二を報のが
体得《Iz雁告賃法
暇活大川は金令
保励統し、のま
隙をｉｎた休支た
の、１１令使暇払は
’'１１１’－，１，１，，を労
旨との背に拒働
をす例に稼否協
否るを対得、約
定法紹し活あで
す的介、動る有
る粉し『'ｊをい，!、
よ守｝て足しはｌｉＩｉ
うのいへま、十勅
な例るじたそでを
イブも。はのに規
伯今知結支制
労の事果払し
働とが司って
Ｉここ司失たし、
つる失業賃る
い’ま業者金が
てと蕊のの、
㈹
年
次
休
暇
の
使
途
の
制
限
新
条
約
（
第
一
三
条
）
は
、
「
被
川
村
が
休
暇
中
に
休
暇
の
Ⅱ
的
に
抵
触
す
る
有
俄
折
動
に
従
事
す
る
場
合
に
つ
き
各
国
の
相
当
機
関
又
は
機
構
に
よ
り
特
別
な
規
則
を
定
め
る
べ
き
こ
と
」
と
し
て
い
る
。
旧
条
約
（
第
五
条
）
で
は
、
よ
り
厳
し
く
、
「
国
内
の
法
令
は
、
年次休暇小に打倣労務に従珈する背が休暇期間に関し支払を受ける権利を剥奪され得ることを定めるものとする」と
し
て
い
た
。
年
次
有
給
休
暇
の
法
的
制
度
上
、
適
川
の
肢
も
離
し
い
こ
の
問
題
に
つ
い
て
、
新
条
約
は
、
休
暇
中
の
維
酬
を
剥
奪
す
る
と
い
う
伽
制
拙
川
が
必
ず
し
も
紺
国
の
跣
同
と
得
ら
れ
な
か
っ
た
と
こ
ろ
か
ら
、
Ｍ
に
何
ら
か
の
規
制
捲
悩
を
と
ら
せ
る
程
度
に
後
退
し
た
ｔ
の
と
思
わ
れ
る
。
㈹
年
次
休
暇
の
延
期
（
繰
り
延
べ
）
阿際労働雄触とわが脚の労働時Ⅲ立法口
三
㈹
休
暇
樵
の
放
梨
協
定
の
禁
止
新
条
約
（
第
一
二
条
）
は
、
年
次
休
暇
の
権
利
を
放
棄
し
、
又
は
補
償
そ
の
他
と
引
き
換
え
に
休
暇
を
廃
棄
す
る
協
定
は
、
国
内
の
諸
条
件
に
応
じ
て
禁
止
又
は
無
効
と
す
ぺ
き
で
あ
る
と
定
め
る
。
Ⅲ
条
約
に
も
同
旨
の
定
め
が
あ
っ
た
（
第
四
条
）
。
、
各
国
法
令
の
大
半
は
、
休
暇
権
を
放
棄
す
じ
協
定
を
禁
し
た
り
、
無
効
と
し
て
お
り
、
「
労
働
肴
は
そ
の
年
次
休
暇
権
を
放
乘
す
る
こ
とができない」、「労働者が休暇を行使しない場合でもそれを失うものではない」、「補俄が支払われても休暇椎を放棄
する協定は無効とする」、あるいは「凧川関係の終了の場合にのみ、補倣によって休暇に代えることができる一など
労
薙
法
に
は
休
暇
の
延
期
に
関
す
る
規
定
は
な
い
。
川
施
行
規
則
に
は
未
行
使
休
暇
を
労
働
者
が
請
求
す
る
こ
と
を
使
用
者
に
義
務
づ
け
る
規
定
が
あ
っ
た
が
、
後
に
削
除
さ
れ
た
。
法
所
定
の
嬰
件
を
充
足
す
る
こ
と
に
よ
り
取
得
さ
れ
た
年
次
休
暇
権
が
、
当
該
年
度
に
行
使されない場合の消滅の時期については、法に定めがないため、「休暇の繰返し」の問題として論議のあるところで
あ
る
が
、
実
務
上
は
、
時
効
の
定
め
（
労
蛾
法
第
二
孤
条
）
が
適
川
さ
れ
る
も
の
と
し
て
処
理
さ
れ
て
い
る
。
新
条
約
が
批
堆
さ
れ
れ
ば
、
そ
の
雄
準
に
沿
っ
た
立
法
の
規
定
が
必
要
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
倒際労働雄瀧とわが国の労働時Ⅲ立法口
一一一一一
新
条
約
（
第
九
条
一
項
）
は
、
年
次
休
暇
の
中
断
さ
れ
な
い
部
分
が
、
休
暇
を
受
け
る
資
格
が
生
じ
た
年
の
終
り
か
ら
一
年
以
内
に
、
ま
た
、
年
次
休
暇
の
残
余
の
部
分
が
一
八
ケ
月
以
内
に
付
午
さ
れ
、
か
つ
、
取
ら
れ
る
ぺ
き
こ
と
を
定
め
る
。
休
暇
を
で
き
る
限
り
そ
の
年
の
う
ち
に
と
ら
せ
、
無
制
限
な
延
期
を
制
限
し
よ
う
と
す
る
趣
旨
で
あ
る
。
Ⅲ
条
約
に
は
な
か
っ
た
定
め
で
、
多
く
の
国
内
法
規
は
、
一
定
期
日
内
の
完
全
行
使
を
定
め
た
り
、
例
外
的
事
由
に
よ
る
場
合
に
限
り
延
期
を
認
め
る
な
ど
、
休
暇
の
延
期
ま
た
は
蓄
碩
に
関
す
る
規定を強化する傾向に延独。
㈹
雇
用
終
了
時
の
休
暇
権
新
条
約
（
第
二
条
）
は
、
年
次
休
暇
取
得
の
た
め
の
妓
低
勤
務
期
Ⅲ
（
第
五
条
一
項
）
を
完
了
し
た
被
川
宥
は
、
凧
川
の
終
了
の
時
に、有給休暇を受けていない勤務期柵に比例する有給休暇、それに代わる補償又はそれに相当する休暇権（汀○屋旦
ｑ
８
房
）
を
受
け
る
、
と
定
め
て
い
る
。
Ⅲ
条
約
（
第
六
条
）
で
は
「
休
暇
を
取
る
に
先
立
ち
使
川
者
の
武
に
帰
す
ぺ
き
理
由
に
よ
り
解
国際労働基準とわが国の労働時間立法Ｑ
一一一一一一
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
休
暇
権
を
廃
梨
す
る
協
定
を
無
効
と
す
る
法
令
で
は
、
例
外
と
し
て
特
別
の
場
合
に
限
り
一
部
を
補
償
に
代
え
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
ご
く
少
数
の
例
で
あ
る
が
、
労
働
者
の
同
意
に
よ
り
使
用
者
が
休
暇
の
代
償
と
し
て
賃
金
を
支
払
う
こ
と
を
（〃）
認めたり、使川者との〈Ⅱ意の上で休暇権を廃棄することを認めている国がある。
労法法では特に定めをしていないが、解釈例規は、法所定の休暇分については「買上げの予約」をして、休暇Ⅱ数
を
与
え
な
い
こ
と
は
法
述
反
に
な
る
（
昭
三
○
・
一
一
・
三
○
荻
収
四
七
一
八
号
）
と
し
て
い
る
。
こ
の
意
味
で
休
暇
樅
の
放
棄
は
わ
が
国
で
も
禁
止
さ
れ
て
い
る
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
休
暇
権
の
放
棄
や
廃
止
協
定
が
禁
止
ま
た
は
無
効
と
さ
れ
る
と
い
う
問
題
と
、
労
働
村
が
向
ら
の
休
暇
椎
と
行
使
し
な
い
ま
ま
（
繰
越
し
使
川
の
問
題
は
別
に
し
て
）
、
実
質
上
放
棄
す
る
問
題
と
は
や
や
性
格
を
異
に
す
る
。
年
次
休
暇
の
「
不
」
行
使
と
い
う
問
題
は
、
わ
が
国
だ
け
で
な
く
、
諸
外
国
に
も
あ
る
と
思
わ
れ
る
が
、
－
し
ｏ
は
、
前
記
（釦）
調査報小回の中でわが国の政府および労働団体（総評・同捌）からの報上、データを参考としてとりあげている。年次休
暇
の
完
全
消
化
の
問
題
は
、
一
方
で
労
働
環
境
の
諸
条
件
、
他
方
で
労
働
者
の
労
働
生
活
（
ワ
ー
キ
ン
グ
ラ
イ
フ
）
に
お
け
る
年
次
休
暇
の実質的機能あるいは意識にかかわるところが大きいので、わが国が将来、新条約を批堆して休暇樵放棄の協定を禁
止
、
な
い
し
無
効
と
し
て
も
、
そ
れ
だ
け
で
問
題
が
解
洲
さ
れ
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
㈹
年
次
休
暇
巾
の
伐
金
・
報
酬
新
条
約
（
第
七
条
）
は
、
①
労
働
打
が
、
年
次
休
暇
中
、
各
個
の
相
当
機
関
の
決
定
し
た
方
法
に
よ
る
「
通
常
（
ロ
○
日
区
）
又
は
平
均
的Ｓくの３ｍの）」報酬を受けること、②右額が労使協定に別段の定めのない限り、「休暇に先立って」支払わるぺきこ
と
、
を
定
め
る
。
川
条
約
で
は
、
①
に
つ
い
て
は
「
平
常
の
報
酬
又
は
労
働
協
約
の
定
め
る
報
酬
の
い
ず
れ
か
に
よ
る
、
と
し
、
②
に
っ
Ｎ際労働鵬淋とわが川の労働時Ⅲ立法ロ
三
川
脈
さ
れ
た
者
は
、
木
条
約
に
よ
り
当
然
受
け
る
べ
き
休
暇
の
各
日
に
つ
き
、
第
三
条
に
定
め
る
報
酬
を
受
け
る
」
と
し
て
い
た
。
新
条
約
に
よ
り
年
次
休
暇
を
行
使
し
な
い
ま
ま
離
職
し
た
場
合
の
労
働
者
の
休
暇
権
、
ま
た
は
代
償
補
償
の
義
務
が
、
使
用
者
の
責
に
十
ぺ
き
解
凧
だ
け
で
な
く
、
退
疏
一
般
に
ま
で
拡
眼
さ
れ
た
わ
け
で
あ
る
。
－
し
Ｏ
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
大
半
の
国
が
同
条
約
一
一
条
に
適
合
す
る
国
内
法
令
を
有
し
て
お
り
、
三
つ
の
選
択
の
中
で
は
、
「
補
償」が最も多く、「相当の休暇権」は少数である。その制限事由としては、迩大な非行、職の放棄、使用者に適切な
（別）
皿小、としなかったこと、が挙げられている。
労
離
法
に
は
特
に
定
め
は
な
く
、
解
釈
例
規
は
、
労
働
打
が
休
暇
の
全
部
を
行
使
す
る
前
に
退
職
な
い
し
解
厄
さ
れ
た
場
合
（
昭
二
三
・
四
・
二
六
燕
発
六
兀
一
号
）
、
又
は
事
業
が
廃
止
さ
れ
た
場
合
（
昭
二
三
・
一
二
・
二
三
基
収
四
一
一
六
四
号
）
に
は
、
そ
の
効
力
が
発
生
す
る
ま
で
の
川
に
行
使
し
な
い
限
り
休
暇
椎
は
洲
減
す
る
も
の
と
し
て
い
る
。
そ
こ
に
「
休
暇
権
」
に
つ
い
て
の
Ｎ
際
紙
準
と
の
衿
え
方
の
差
異
が
表
れ
て
い
る
。
条
約
批
雌
の
あ
か
つ
き
は
、
当
然
、
新
た
な
立
法
措
撒
が
必
要
で
あ
る
。
い
て
は
定
め
が
な
か
っ
た
。
労離法（第三九条四項）は、使川者は就業規則その他で定めるところにより「平均貸金」又は所定労働時Ⅲ労働し
た
場
合
に
支
払
わ
れ
る
「
通
常
の
貸
金
」
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
し
、
但
し
一
定
の
要
件
の
下
で
労
使
協
定
に
よ
り
標
鍬
報
酬
机
当
の
金
額
に
よ
る
支
払
を
認
め
て
い
る
。
報
酬
先
払
い
に
つ
い
て
は
、
特
に
定
め
は
な
い
。
労
鎚
法
の
右
の
報
酬
決
定
方
法
に
関
す
る
定
め
は
、
新
条
約
の
埜
準
①
に
抵
触
す
る
と
こ
ろ
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
思
わ
れ
る
が
、
②
に
つ
い
て
は
、
批
唯
す
る
場
合
に
新
た
な
立
法
規
定
を
必
要
と
す
る
。
休
暇
報
酬
先
払
い
の
原
則
に
つ
い
て
は
、
ｌ
Ｌ
ｏ
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
大
半
の
国
が
国
内
法
で
そ
の
旨
規
定
し
、
又
こ
の
要
件
を
満
た
（狸）
していない脚はほとんどないという。これは、わが掴が後払いの方式をとっているのと対照的であるが、その班山は、
諸
外
国
の
場
合
年
次
休
暇
の
Ⅱ
数
が
災
く
な
る
に
つ
れ
、
後
払
い
力
式
で
は
．
ハ
カ
ン
ス
ヘ
の
打
効
な
利
川
が
で
き
な
い
と
将
え
ら
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
ろ
う
。
逆
に
わ
が
国
で
そ
う
い
う
仙
行
が
少
な
い
の
は
、
全
体
と
し
て
の
年
休
Ⅱ
数
が
短
い
こ
と
、
分
削
仙
川
が
瞥
皿
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
特
に
休
暇
中
の
賃
金
の
前
払
い
を
必
要
と
し
な
い
こ
と
、
大
部
分
の
労
働
者
の
貸
金
が
月
給
払
い
で
あ
る
こ
と
、
比
較
的
長
期
に
と
ら
れ
る
夏
期
に
は
、
そ
の
前
に
夏
期
手
当
（
賞
与
）
の
支
給
が
あ
る
こ
と
、
必
要
な
場
合
に
容
易
に
会
社
か
ら
の
給
与
の
「
前
併
０
」
が
で
き
る
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
（１）第九二回帝国雛会批族院労働腿触法案特別委口会における寺本政府委側の説明。
（２）日本政府代表は、次のようが見解を述べて新条約の採択に反対した。「技術的進歩と社会的苑に川して労働打の柵祉の触
碓を問めて行くという見地から、Ⅲ本政府はこの条約に見られる諸基碓が、加淵同において有給休暇に関する将来の国内的
基準として考慮された場合、その果たす役割を高く評価している。しかしながら、この問題に関する法制や労使の度、休暇
を与える形態は国によって、経済、社会の条件によって、さらには気候的自然的特性その他によってさまざまである。例え
ば日本においては、一定の長さの継続的な休暇をとる習慣はないし、法律や団体協約によって与えられる年次有給休暇のほ
か
に
、
団
体
協
約
や
雇
用
慣
習
で
、
結
婦
、
葬
儀
、
祭
礼
、
年
末
年
始
な
ど
の
場
合
に
有
給
の
体
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
国
際
労
働
雅
姻
は
、
加
国
際
労
働
雑
準
と
わ
が
国
の
労
働
時
Ⅲ
立
法
口
三
五
（、）三．鳥甘洞剴日の．宅閂・膿⑭－⑭粉・
（Ⅲ）労働行労拙励細粁「労働於湘法上」三打新版川二七頁。学説もほぼ同じである。
（
皿
）
法
審
議
の
過
程
で
前
掲
第
九
十
二
回
帝
国
議
会
特
別
委
員
会
に
お
け
る
政
府
委
員
は
、
こ
の
八
割
の
出
勤
条
件
を
挿
入
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
Ⅱ本の特殊な状況を老噸し、「有給休暇を『柵俄的な意味のもの』にすると云う建前」に立ったと説明している。
（昭）解釈例規は、労班法三九条一項に関し年次休暇をとったⅡについてはこれを川動したものとして取り扱うこととし（昭二
（
８
）
公
休
Ⅱ
が
年
次
休
暇
の
川
Ⅲ
中
に
あ
る
と
き
は
休
暇
を
そ
の
分
延
足
し
、
期
Ⅲ
外
に
あ
る
と
き
で
も
年
狄
休
暇
を
短
縮
し
な
い
と
い
う
の
は
、
今では、ほとんどすぺての回で受入れられている原則である。弓○Ｎ嵐口、目ｇＰ勺口『・闇⑫
（
９
）
疾
病
の
Ⅱ
を
休
暇
Ⅲ
数
に
数
え
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
旧
条
約
時
代
か
ら
問
題
と
な
っ
て
い
た
。
Ｆ
○
四
・
Ｅ
こ
い
三
】
＆
勺旦．”８．別ぐ［（』）》ロロ・齢Ｌ⑦．宛の：円く［（い）・ロ．Ｓ『・】］切・揖困＠．幻８．円Ⅳ（】）・ロロ・］や‐⑭Ｐｂｂ・』い‐股・』の『Ｃ・ノルウェー政府は、
一
九
七
○
年
Ⅲ
条
約
筋
六
条
二
項
の
愈
味
が
明
ら
か
で
な
い
と
し
て
Ｉ
Ｌ
Ｏ
総
艮
に
対
し
説
明
を
要
謝
し
て
い
る
（
Ｉ
Ｌ
Ｏ
時
報
節
二
三
巻
四
冊
国
際
労
働
拙
噸
と
わ
が
国
の
労
働
時
側
立
法
ロ
ーニーハ
慨
倒
に
よ
っ
て
遵
守
さ
れ
た
場
合
に
の
み
意
味
が
あ
る
と
い
う
鞭
実
に
か
ん
が
み
、
設
定
さ
れ
た
基
準
が
多
く
の
国
で
そ
の
法
制
あ
る
い
は
価
行
が
爪
因
と
な
っ
て
批
雌
に
し
て
し
ま
う
と
す
れ
ば
、
柵
題
が
生
ず
る
。
こ
の
よ
う
な
珈
川
か
ら
、
わ
が
代
表
Ｍ
は
新
し
い
旧
際
条
約
の
内
奔
は
、
新
た
に
設
定
さ
れ
る
朏
納
が
加
盟
Ｎ
に
よ
っ
て
遵
守
さ
れ
る
よ
う
、
よ
り
現
実
的
か
つ
弾
力
的
で
あ
る
こ
と
が
瓢
ま
し
い
と
考
え
る
。
（３）ゴ・円嵐口碩目冒の．Ｕ貝・いぢ．
（４）ョ・同嵐口沌剴日＠勺周・周⑪～圏○・
（
５
）
フ
ラ
ン
ス
で
は
餓
低
離
水
休
暇
を
五
週
Ⅲ
、
ベ
ル
ギ
ー
で
は
四
週
川
と
し
た
う
え
、
勤
務
年
数
に
よ
る
加
咽
を
認
め
て
い
る
。
（
６
）
有
泉
享
「
労
働
基
納
法
」
三
五
一
頁
は
、
労
基
法
に
い
う
六
労
働
日
の
有
給
休
暇
を
．
労
働
週
」
の
休
暇
と
読
み
替
え
る
こ
と
に
よ
り
、
隔
日勤務者のように所定労働Ⅱ数の少ない者にも週三Ⅱの割の休暇が与えられるとしている。
（
７
）
「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
対
簸
要
綱
の
縦
走
に
つ
い
て
」
昭
和
正
九
・
一
二
・
三
発
雌
九
七
号
。
中
雌
符
の
処
錨
で
は
、
「
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
等
、
一週または一ヶ月の所定労働Ⅱ数が通常の労働将に比して少ない労働瀞については、その所定労働Ⅱ数の比率に応じたⅡ数
とする」とされている。
六頁参照）。
二・九・一三発雄一七号）、生耶休暇については、法上出勤したものとはみなされないが、当事者の合意により出勤したも
のとみなすことは差支えない（昭二三・七・三一基収一一六七五号）とする。なお、年次休暇をとった日を精皆勤手当や賞与
の計算上、欠勤として扱うことについて、昭和五三年の例規（六・一一三基発三五五号）は、直ちに法違反とは認め難いが、
年
休
の
取
得
を
抑
制
す
る
効
果
を
も
つ
の
で
法
三
九
条
の
糖
神
に
反
す
る
（
民
事
上
無
効
と
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
）
と
し
て
い
る
。
（Ｍ）解釈例規は、使川者の責に帰すぺき事由による休業（昭二三・二・一一一一基苑九○号）、正当な争議行為による不就労日
（
昭
三
三
・
二
・
一
三
基
発
九
○
号
）
に
つ
い
て
「
労
働
日
」
か
ら
除
外
し
て
取
り
扱
う
も
の
と
し
て
い
る
。
（脂）ヨ・鳥目埆目日、勺日・日Ｐ圏、．
（咽）ョ・鳥】。痢園日の．ｂ日，⑭『平日、，
（Ⅳ）ヨ。升甘堀口日の．勺日・噌忠・
（旧）葛・鼻甘、園日の毯勺日・田下⑭巴・
（⑲）ョ・門嵐口頭国日、勺日，９千画①一・
（卯）ゴ・司互ロ碩目ョの》勺日。⑭＠ｍの脚注。労働側は、年休の消化率が五八％（平均で年八、七Ⅱ）であるとし、政府報告もこの
数値を確認している。総評は、休暇の権利を行使する労働打に対して精皆勤手当、枇与、外進、昇格等の査定において差別
を
行
う
使
川
者
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。
一
方
、
政
府
は
、
わ
が
国
で
は
有
給
休
暇
の
放
棄
は
、
金
銭
と
の
交
換
で
あ
る
と
否
と
を
問
わ
ず、禁じられていると述ぺ、年休の消化が充分でない理由として「北部ヨーロッパ諸国のように夏に連続的な長期の休暇を
とる習慨がない」ことを挙げている。
（皿）ゴ・鳥甘胸剴日⑪勺日，圏干四ｓ，
（皿）ョ・州嵐口随ロョの．勺日・日鰐
国
際
労
働
基
準
と
わ
が
国
の
労
働
時
間
立
法
口
＝
一
一七
回よ準で法に交団け谷れ康
のうそをあそにな渉体れ国て、労
休なれ設りれよるの交ぱがき福lUil1
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る労躯従彫るｆｌ(１はなにらるＬ位
･llillをっ騨のは、がよ’こいＯの
第時諸てすに、企らっはは設１１１Ｆ
二’''１条改る、休業、て、年立’''１
はの約正だ何格の労決で１１１１のを
、短・しけを上級働定きを当職
大縮勧てに尺、,准時さる通初に
ｆｉｔそ告い、度普状’111れ｜Ⅱ（じかｌｌｌＩ
矢れ内〈谷に週DＬのるりてらや
業｜:Ｉ容と図一)‐的に基一，すの国す
と体かいのるな応準労べ労際こ
のをらう一か蛾じを伽て働労と
関１１、作般と低て個条のｌｌＩＦ働を
連的婆業的な荻拡々件労１１１１基求
}こと約は合るｉ１１１人の￣働のｉｌＩ１め
おしし決意とをす労で宥規のら
いたてしを、設る使あにIlill主れ
て一みて媒な定一’''１リ適・要る
－１１る容介かし力の、川短なか
九八と易となてで、そざ縮対は
三１１＄、でしかこああのれを象、
五ＩＩＩ１大はた離れりる蛾る’１の労
年、筋なｌＺｌしを、い】１１１も標一働
第一、い際い回附は決のとつ祈
四週次゜的’１{］内」'二団定でしとの
七一のノィＬ題立め体にな、さ他
国際労働基準とわが国の労働時朋立法。
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に条わとｉ』!；時下夕るＴＩＩキ号
力Ⅱ件ｌ工｜がん第準’'１］の実プぺげ’''１条
えや際囚ど三の｜|メルＭｉ際ルきる短約
て、労とのの地がfluにスＦ１繁縮に
、特側１１１先国鵬支をはタ標急勧よ
条別１１キ際進際は配逮、ンへの告リ
約例’''１ノル国労七的成先ダ社梢へ捉
所外JAifl§で働○でし進１会ｆｉｉ第案
定措ｉｌＩ１と達時年、た１１リド的を－さ
の低のの成’'１１以そとにを基求一れ
複が内ギさ基後れこあも準め六た
雑定奔ヤれ準停をろつつ￣、号週
なめ｝よツての滞下もててと一一四内ら、プいりi（し廻あは対す力が○
容れｌｌｉがる！(りたるる、応る、、１１ゲ
肝IiiIi『Ｉ４ｉｌｉＷ兒蝋キＥｌｉｉＭＩＩ
ぐて低大で第であとこいを○労でる事雄きな－あるえＪＬる確時働あ解態池いく三る。ぱなと認’'１１時る釈はｌ<〔の、￣｡国フいみし制１１１）・
、なとは未号 iiiiZときたにがｲＴ適かしこ到条一一。つ四の川なての達約のス○とつい八二
上か示分掴に 擁ili1iiiの複さ野も示問雑れで開さ題でるあ苑れがあｌｌｉ１ｒる途る
隙る’111.」畠三Ｏのて、編⑮数，勤労ｻﾉｌＷは経い灸と条とを働る－時週済る約な約か含過労的国のｉどＭ１・に↓っを’１めり）て批数て年時社はで労,(,;だ過沈むしiiiI1II会、は
働すけ去イＴしか地に的賃併時るで三給ろしみっ条金存''''こは○体Ｗぞ,mPlfM卜関とな年暇係にい’''１で ilili8＃W蝋Zのよ･にあ諾つそ筋るにＵ）Ⅱキのししが
〈。条てれあ諭’''１国てに、約生をぺこり｜ｎｌｌｊｌｊ際漸このず途さの、であ労進れ九
批る成発妓｜封はる側的を六雌政一ﾉー腿低際、い避に四二
は汁ｉるを』＆労なは準達八年あ的に示ｉｌＩｉ勘おそと成時のま’'１１めしは１１ゲリリれしさ’''１ウIjr
DllIlのたほ１１１）八以てれに鋤
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労労クネ11：焼ｌここロで工薄りくさ微働離今シのIlillよれ・短業そい例導れが時法やエカやるま年縮１１１のこの入たあｌＩＵ改週アへ年とで次さに後となしとる
側正四リ配次こは休れ比、、いてい．鮒鮴：M1ネlliIWiR鰍)WM1,＃鰄臘Ｉ立’''１とれの大か数ると国対過の実は労Ｌ法制し、完きし￣に現が象樫時に何ゼス鯏丙llli術'Ｃｌ&“lllj1MlX嚥糊搬約洲川;''ｻﾞ繍化モポル､洲：ii1liE“､《偽l:i;illiMlii腱)Ｍ“Ｉ,,禰櫛。際後ゎ,副ｗ鼎繩笛航ボ燗ｌｌＭ燗州ｉｉﾄﾞﾈ，鰄繩::識ii洲鱗洲鰄#|蛾:Iiilil;綱Iilfillil1暇行，＿Ｍ１とlilW､胴ＩＭｌｌｉｉ峡li<ﾘWll1ll鶴#塑璽;;鱗ji機鵬ii側$別iiiMli舩丙lilliillf四Ｗ‘対当八をすⅡゲlIlrJりliMliゼミ：騨鯰ＩＩｉｉｈｉｉ；ｌｌｌｌＩｉ四よれも紺高支るあい、実と的川（と鍬蝋lIMiiliiii1Ilii臨舳洲WliililljMlI労,聯緬労か`,≦かさ８ぞ洲!|i卿胤ｚ＃9mｉ憎洲且洲捷ｉ“Ⅷ”2ビザＭｉｗ１国法｡’''１とはし国く下たる、暇先がが今題し時いの、廻が法諦制巡りq条実のにて’''１と取休る、的外度風○
約現とよｉｆ外いりロと欧ｉｌｉｌｌｌを並
をすこる金労う組へこ米」I：にいに
批れろワ・働状み週ろ先めあち躯
Ｉ((；ぱ、’福の況が体ま進がまｌｉｌ６Ｉｉ
、
ず、令佼の課題である。
す
る
際
の
立
法
上
の
障
碍
は
あ
ま
り
な
い
こ
と
に
な
る
。
今
や
わ
が
国
は
、
批
碓
に
対
し
て
一
般
に
消
極
的
な
先
進
国
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プをとることが望まれる。問題は年次有給休暇条約である。既述のように、わが国の立法および慣行と国際条約に示
される国際埜準との開きはきわめて大きい。問題点についての燃鍵は、労働時川や休日のそれほどには高まっておら
（２）鈴木宏畠「欧米の労働時間短縮の励向とその要因」日本労働協会雑誌三一一一○号二九頁。
（３）週四○時川制を雌初に法休で定めたフランスの対応につき屑○コ・『一口Ｆ口ｇ日幻の目創ぐ○一・ｍ・ロ・岳Ｃ参照。
（４）蕊沼誠一「労働時Ⅲ法制改定川皿の立法論券察」Ⅲ木労伽協会雑誌三二三号二○頁参照。
（木砿は、文部行科学研究災補助による共同研究「ＩＬＯ条約・飢告および基本政簸の体系と日本の対応に側する実証的研究」
の成果の一部である。）
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わが国の労雑法の法定労働時川の雅地が「国際労働埜触に違反している（あるいは達していないと
Iｕ
－
